
2050年度80％削減に向けた横浜の将来像（基本的事項１）

温室効果ガスの長期大幅削減と経済・社会的課題の同時解決によって生活の質を
高めた大都市モデルを発信することで国内外に貢献する都市

 横浜ならではの特徴を活かした取組によって温室効果ガスの大幅削減を実現している。同
時に、それらの取組も通じて、人口減少・高齢化社会が進行する中においても、経済活力
を向上させ、大いに賑わい、市民は質の高い生活を送っている。

 多数存在する都市施設において、市内企業や研究機関の技術力等を活用した最先端の取組
が常に行われている。臨海部の工場や市内に多く立地する中小企業等の、市内の各種産業
はパリ協定の実施に伴う世界的な変化に対応し、AIやIoTなどの情報通信技術等も活用し
つつ、炭素生産性を大幅に向上させるなど高度化を実現している。

 市民の生活は、低炭素ライフスタイルが定着し、健康増進、生産性向上に伴うワークライ
フバランスを実現している。

 これらの「同時解決大都市モデル」は、内外の模範として世界の温暖化対策を先導してい
る。

A 市民・事業者に低炭素活動が浸透しているまち

B 低炭素なまちづくりや循環型社会が実現しているまち

C 大量の再生可能エネルギーを巧みに利用しているまち

D 気候変動の影響に適応しているまち
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Ｃ 大量の再生可能エネルギーを巧みに利用してい
るまち

 大規模な太陽光発電や風力発電等の導入は容
易ではないが、市内に大量にある住宅・工場・事業
所・公共施設や、河川・上下水道等に最大限の再
生エネルギーが導入され、地産地消が進んでいる。

 また、市外の自治体・事業者と協力のもと、広域連
携が進んでいる。

 工場・事業所、住宅、公共施設、電気自動車など
多様な都市施設がネットワーク化され、AIの活用に
よってエネルギーマネジメントが進み、大量の再エネ
が利用できる社会が実現している。

Ａ 市民・事業者に低炭素活動が浸透しているまち

 市民は、日常生活において自然と低炭素な製品や
サービスを選択している。また、多くの市民がZEHに
住み、低炭素・快適・健康な生活を送っている。

 事業者は機器・ZEBなど低炭素投資を積極的に
進め、CO2削減と生産性向上を実現し、市の経済
全体も活性化している。また、世界の巨大な低炭
素市場において、市内・国内の経験を活かして低
炭素製品・サービスを展開している。

 内外から多くの視察を受け入れるとともに、様々な
場面で大都市モデルを発信・PRしている。

Ｂ 低炭素なまちづくりや循環型社会が実現してい
るまち

 自動車の大半がEV、FCVに置き換わり、健康づくり
も兼ねて、市民は徒歩・自転車・公共交通を主体
とした移動が可能かつ、郊外部でも日常生活を支
える機能を備えた横浜型のコンパクトなまちづくりが
実現している。

 人口急増期に整備された各種インフラ、大規模団
地が更新の機会を捉えて低炭素化されている。

 緑の保全や創造が図られるなど水と緑のネットワーク
が形成され、ヒートアイランド現象も緩和している。

 日用品の低炭素化や適正なリサイクルが進むととも
に、廃棄物処理施設では余熱の地域利用等、地
域のエネルギーセンターとしての役割を果たしている。

D 気候変動の影響に適応しているまち

 自助・共助・公助の考えのもと、市民・事業者・行
政の各主体が連携し、気候変動の影響による被害
を最小化・回避できている。

 河川の堤防や洪水調節施設、下水道等のインフラ
が整備されるとともに、地域連携の強化、各種ハ
ザードマップなどのソフト面の整備も充実し、ハード・
ソフト両面から、災害に強い「人」「地域」「まち」づく
りが進み、都市のレジリエンスが向上している。

 市内の優れた技術を持つ企業や大学等から、温暖
化対策に資する新たな技術開発や製品開発などが
進み、環境と経済の好循環を達成している。 2
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（参考資料）
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（参考 将来像の議論のための基礎データ）

１ 市内将来人口推計
２ 市内将来世帯数推計
３ 市内住宅数
４ 市内新築住宅数（戸建）
５ 市内新築住宅数（集合）
６ 市内事業所数
７ 市内事業所延床面積
８ 市内総生産（名目）
９ 市内産業構造推移
10 市内自動車数
11 神奈川県新車販売台数
12 本市施設の再生可能エネルギーの導入状況
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１ 市内将来人口推計

出典 横浜市政策局「横浜市将来人口推計」 5
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２ 市内将来世帯数推計

出典 横浜市政策局「横浜市将来人口推計」より作成 6
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３ 市内住宅数

出典 横浜市政策局「横浜市統計書 第10章 建物及び住宅」より作成 7
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４ 市内新築住宅数（戸建）

５ 市内新築住宅数（集合）

出典 横浜市政策局「横浜市統計書 第10章 建物及び住宅」より作成 8
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６ 市内事業所数

出典 データで見る横浜経済2015 9
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７ 市内事業所延床面積

出典 横浜市統計書他より集計 10
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８ 市内総生産（名目）

出典 平成26年度 市民経済計算の概要 11
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９ 市内産業構造推移

出典 平成26年度 市民経済計算の概要

＊1 その他は、「農林水産業」「鉱業」「政府サービス生産者」「対家計民間非営利サービス生産者」の合計

経済活動別（産業別）市内総生産構成比の推移
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10 市内自動車数

出典 自動車検査登録情報協会データ等より作成 13
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11 神奈川県新車販売台数

出典 神奈川県自動車販売店協会ホームページより作成 14
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12 本市施設の再生可能エネルギーの導入状況（平成28年度）

種 別 箇所数 発電容量
（kW） 主な施設

太陽光 297 7,164 小中高等学校（217校）、区役所
（12か所）、浄水場（3か所）等

風 力 2 1,990 ハマウィング、資源循環局港北事務所

水 力 6 709 港北配水池、川井浄水場、青山水源事務所、峰配水池、今井配水池

廃棄物発電設備 4 78,000 鶴見・旭・金沢・都筑工場
汚泥消化ガス発電 2 8,000 北部・南部汚泥資源化センター

太陽熱利用システム 20 － スポーツセンター（8か所）
保育園（4か所）等

合 計 － 95,863
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